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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） － － － 14,014 14,958

経常利益（百万円） － － － 760 1,145

当期純利益（純損失）

（百万円）
－ － － △121 714

純資産額（百万円） － － － 10,722 11,225

総資産額（百万円） － － － 14,760 15,675

１株当たり純資産額（円） － － － 749.83 785.03

１株当たり当期純利益（純損

失）（円）
－ － － △8.47 49.93

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － － 72.6 71.6

自己資本利益率（％） － － － △1.1 6.5

株価収益率（倍） － － － － 10.90

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
－ － － 826 1,799

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
－ － － △338 △655

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
－ － － △416 △199

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
－ － － 2,538 3,482

従業員数（人） － － － 1,057 1,084

　（注）１　第32期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第32期は１株当たり当期純損失であり、また、第33期以前

は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第32期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 14,554 13,719 13,594 13,533 14,316

経常利益（百万円） 675 725 881 1,008 1,034

当期純利益（純損失）

（百万円）
417 256 500 △137 598

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） 3,560 3,560 3,560 3,560 3,560

発行済株式総数（千株） 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300

純資産額（百万円） 10,857 10,861 11,073 10,706 11,094

総資産額（百万円） 14,976 14,330 14,634 14,514 15,308

１株当たり純資産額（円） 755.78 756.07 770.90 748.72 775.83

１株当たり配当額（内１株当

たり中間配当額）（円）

14.00

(7.00)

14.00

(7.00)

14.00

(7.00)

14.00

(7.00)

17.00

(7.00)

１株当たり当期純利益（純損

失）（円）
25.73 14.43 31.51 △9.59 41.85

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 72.5 75.8 75.7 73.8 72.5

自己資本利益率（％） 3.9 2.4 4.6 △1.3 5.5

株価収益率（倍） 36.14 53.22 26.82 － 13.00

配当性向（％） 54.4 97.0 44.4 － 40.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
618 1,091 1,216 － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△983 △789 △875 － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△199 △199 △200 － －

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
2,223 2,325 2,466 － －

従業員数（人） 1,082 1,021 1,002 1,016 1,050

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第32期は１株当たり当期純損失であり、また、第33期以前

は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第32期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　第32期より連結財務諸表を作成しているため、第32期以降の持分法を適用した場合の投資利益及び、営業活動

によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並び

に、現金及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。
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２【沿革】

年月 経歴

昭和51年４月 ㈱真和コンピュータ・ターミナルを東京都豊島区に設立（資本金200万円）、オフィスコンピュー

タ（OPS）の販売、ソフトウェア開発、データパンチ受託等の業務を開始

昭和51年11月 東京都渋谷区に本社移転

昭和58年９月 関西地区進出のため、㈱真和スタディー・エイドの全株式を取得

商号を㈱大阪真和コンピュータに変更し、子会社として発足（資本金200万円）

昭和61年６月 日立エスケイソフトウェア㈱、日立エスケイシステムエンジニアリング㈱が、日立ソフトウェアエ

ンジニアリング㈱の子会社として設立（資本金各5,000万円）

昭和61年10月 ㈱真和コンピュータに商号変更

昭和62年10月 西日本地区の販売力強化のため、子会社㈱大阪真和コンピュータの株式の30％を大阪読売販売開

発㈱に譲渡、商号を㈱よみうりソフトに変更

平成２年１月 子会社㈱よみうりソフトの資本金を2,000万円に増資し、大阪読売販売開発㈱の出資比率を50％に

変更

平成６年４月 ㈱真和コンピュータ、日立エスケイソフトウェア㈱、日立エスケイシステムエンジニアリング㈱の

３社が合併し、総合ソリューションプロバイダーを目指した日立エスケイビジネスソリューショ

ン㈱が発足（資本金２億２千万円、本社：神奈川県横浜市中区、渋谷事務所：東京都渋谷区）

平成６年12月 パーソナルコンピュータ（PC）のユニロードサービス事業の開始、戸塚事業所（神奈川県横浜市

戸塚区）を開設

平成７年７月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との「保守業務の分担に関する覚書」を締結

平成７年９月 業容の拡大に対応するため、本部制を事業部制に変更

平成８年３月 流通ハード及びソフトの業務知識を活用し、インストールサービス事業を開始

平成８年８月 高島町事業所（神奈川県横浜市西区）を設置

平成９年４月 日立ビジネスソリューション㈱に商号変更

平成10年６月 営業部門、管理部門の強化を図るため、営業本部及び管理本部を設置

平成10年７月 幕張事業所（千葉県千葉市美浜区）を設置

平成10年12月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との「保守業務の分担に関する覚書」を改訂

平成11年３月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省（現、経済産業省）より認可

平成11年12月 公募新株300万株発行により資本金35億6,000万円

平成11年12月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

平成13年１月 Java技術を使ったソフトウェアの部品化、再利用促進のため、㈱コンポーネントスクエアの設立に

出資

平成13年２月 大阪営業所を開設（大阪府大阪市中央区）

平成13年３月 東京証券取引所市場第一部に株式上場

平成14年10月 本社を神奈川県横浜市鶴見区に変更するとともに、分散事業所を集約し、東京都品川区に本社事務

所を移転（移転後事業拠点：本社事務所、戸塚事業所、大阪営業所）

平成15年７月 プライバシーマーク認定付与取得

平成16年５月 本社事務所を横浜みなとみらい21地区に移転（移転後事業拠点：本社事務所、戸塚事業所、大阪営

業所）

平成16年10月 環境ISO14001認証取得

平成17年２月 ㈱宣研を設立発起人とする新会社㈱プライブ・シェルターの設立に出資

平成17年３月 ISO9001認証取得

平成18年２月 プラス情報システム㈱の株式の取得（子会社化）に関する譲渡契約の締結

平成18年４月 プラス情報システム㈱を子会社化（社名を㈱ピスクに変更）

平成18年７月 本社（本店所在地）を神奈川県横浜市中区に登記変更

平成18年10月 大阪営業所を関西支店へと名称変更（大阪府大阪市中央区）

EDINET提出書類

日立ビジネスソリューション株式会社(E05057)

有価証券報告書

 4/81



３【事業の内容】
　当社の企業集団は、当社、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、子会社㈱ピスク、関連会社㈱
よみうりソフト、及び親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連会社㈱よみうりコンピュータで構成され、
コンピュータソフトウェアシステムの開発及び販売並びに情報処理機器の販売を事業内容としております。
　当社グループ（当社及び㈱ピスク）の事業分野と当社企業集団の関係は次のとおりであります。

事業区分 事業内容 当社企業集団の関係

システム

サービス

パッケージソリューション 自社開発パッケージの販売・カ

スタマイズ・ＳＩ及び関連サー

ビス

　当社グループが製造販売する他、

親会社日立ソフトウェアエンジニ

アリング㈱、㈱日立製作所、関連会

社㈱よみうりソフト、親会社日立

ソフトウェアエンジニアリング㈱

の関連会社㈱よみうりコンピュー

タにシステムサービスを提供して

おります。

 システム構築＆サービス アライアンス製品（ハード/ソフ

ト）等によるＳＩ、コンサル/Ｓ

Ｅサービス及び関連サービス

 ソフトウェア開発 各種ソフトウェアの受託開発及

び保守

情報機器販売 流通ハード/ソフトの販売 　親会社日立ソフトウェアエンジ

ニアリング㈱、㈱日立製作所から

情報処理機器等を仕入れ、当社が

販売しております。

※当連結会計年度から、当社グループ（当社及び㈱ピスク）事業のめざす方向をより明確にするため、事業区分の変更
を行っております。

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権
の所有
割合
（％）

議決権
の被所
有割合
（％）

関係内容

（親会社）

＊

日立ソフトウェア

エンジニアリング㈱

東京都品川区 34,182
ソフトウェア

の開発・販売
－ 53.9

製品・システムサービス

等の提供、情報処理機器

等の仕入

役員の兼任等…有

（親会社）

＊

㈱日立製作所

東京都千代田区 282,033
電気機械器具

の製造・販売
－

53.9

(53.9)

製品・システムサービス

等の提供、情報処理機器

等の仕入

資金の寄託……有

（連結子会社）

㈱ピスク
東京都豊島区 50

コンピュータ

システム・

サービス等の

販売・賃貸

100.0 －

製品・システムサービス

等の提供

役員の兼任等…有

資金の貸付……有

（関連会社）

㈱よみうりソフト
大阪市北区 40

ソフトウェア

の開発・販売

及び情報機器

販売

50.0 －

当社が開発した新聞販売

店向け顧客管理システム

の販売

役員の兼任等…有

　（注）１　＊：有価証券報告書を提出しております。

２　議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

部　　　門 従業員数（人）

設計・開発部門 948

営業・管理部門 136

合計 1,084

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　事業の種類別セグメントは情報サービス単一事業のため、上記部門で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,050 35.8 12.4 5,754,981

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合の結成はありません。従業員代表制を採っており、必要の都度従業員代表と意見交換を行っております。

その結果、労使関係は相互信頼のもと安定的に維持されております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績
当連結会計年度の日本経済は、緩やかな景気回復が続くと見込まれていましたが、米国発の金融不安やエネルギー

・原材料価格の高騰が世界規模で拡大する中、欧米を中心に世界経済の減速傾向が強まり、日銀も景気の基調判断を

下方修正するなど景気の先行きに対する下振れリスクが高まっております。

　一方、このような経済状況が情報サービス業界へも影響することが懸念されており、業界内の企業間競争が一段と

激化し、選別と淘汰の波が、引き続き打ち寄せております。

こうした状況のもと当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）は、確かな技術力をベースとして、世の中や

お客さまのニーズにマッチした魅力ある独自製品を提供することが、IT業界で生き残るための必須条件であるとい
う認識のもと、当期におきましても積極的な受注活動を展開するとともに、高い技術力を活かしたパッケージやソ

リューションの開発に注力し、新たな事業分野の開拓に努めてまいりました。

なお、当社グループの事業の種類別セグメント情報は、情報サービス単一事業のため作成しておりませんので、事

業区分別に示すと次のとおりであります。また、前項の第１［企業の概況］３［事業の内容］に記載のとおり、当連

結会計年度から事業区分の変更を行っておりますので、下記の前期比につきましては、前期の数値を変更後の事業区

分に組替えた数値との比較となっております。

（システムサービス）

パッケージソリューション事業では、CRM分野において、広告業界向け総合販売管理パッケージADsys（アドシ
ス）のシリーズ化を推進し、小規模折込広告業向け「ADsys for 折込広告 Jr.（ジュニア）」、交通広告代理店向け「
ADsys for 交通広告」を開発し販売を開始しました。折込広告業界に加え、私鉄／バス業界からも多数の引合
・受注をいただいております。また、子会社㈱ピスクが販売する司法書士向けパッケージ「サムポローニアDC/
Neo」は、着実に販売数を拡大し業界シェアNo.1を維持しております。モバイル・セキュリティ分野においては、リ
モートアクセスシステム「DoMobile CSE」のスマートフォンとの連携機能強化版並びに携帯電話向け業務支援
パッケージ「ケータイ快作シリーズ」などの販売を積極的に推進しております。また、新ソリューションとして、社

外へのデータ持ち出しを安全かつ簡単に実現する「モバイル割符2.0」を開発し販売を開始しました。日立ソフト
ウェアエンジニアリング㈱のセキュリティ製品「秘文」シリーズとの連携においては、透かし印刷により情報漏洩

を抑止する「Watermark Print for 秘文」が、お客さまよりご好評をいただいており、着実に販売数を増やしておりま
す。先端技術分野では、知的音声合成システム「ボイスソムリエ」が簡単な操作で手軽に音声を合成できる点を高く

評価され、映像制作業界をはじめ各方面から数多くの引合・受注をいただきました。

　当事業の売上高は、１９億１千３百万円（前期比３億２千１百万円(20.2%)増）となりました。

システム構築＆サービス事業では、日立の基幹製品をベースとしたインフラ構築サービスを積極的に展開し、

SMB※１市場向けに受注拡大を図っております。また、「IT内部統制管理ソリューション」や「多世代バックアッ
プソリューション」などは、市場へのタイムリーな投入により数多くの受注をいただきました。さらには、企業内の

ドキュメントを検索するソリューションとして「Google検索アプライアンス」を市場に投入し、販売を開始しまし
た。コンサルティングサービス分野においては、ITコーディネーターを主体としたITコンサルティングサービスを事
業化し、多数のお客さまから受注をいただいております。

　当事業の売上高は、５７億６千１百万円（前期比１０億９千５百万円(23.5%)増）となりました。

ソフトウェア開発事業では、当社のもつ高いプロジェクトマネジメント力、開発技術力をベースに主要顧客から安

定的に受注をいただいております。具体的には、官公庁向けの「統計情報管理分析システム」、損害保険会社向け

「特定医療新保険システム」をはじめ、大手通信会社、通信機器メーカー、不動産会社などの先進的大型システムの

ソフト開発を多数受注、納入しました。

　当事業の売上高は、７１億６千７百万円（前期比100%）となりました。

（情報機器販売）

情報機器販売事業では、お客さまの要請に応じて流通ハードウェア／ソフトウェアの受託販売を行っております。

　当事業の売上高は、１億１千５百万円（前期比４億７千４百万円(80.4%)減）となりました。
　なお、情報機器販売につきましては、当連結会計年度から純額表示としております。

以上の結果、当連結会計年度において、受注高は１５２億６千５百万円（前期比8.0%増）、売上高は１４９億５千
８百万円（前期比6.7%増）、経常利益は１１億４千５百万円（前期比50.5%増）、当期純利益は７億１千４百万円
（前期比 黒字転換）を計上いたしました。

(注) ※１ SMB：Small and Medium Business（中小規模企業）

なお、所在地別セグメントの業績については、本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないた

め、記載しておりません。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、税金等調整前当期純利益の増加等により、前

連結会計年度末に比べ９億４千３百万円増加し、当連結会計年度末は３４億８千２百万円（前期比37.2%増）と

なりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において営業活動により増加した資金は、１７億９千９百万円（前期比９億７千２百万円の増

加）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益１１億４千５百万円、減価償却費６億６千万円、売上債権

の減少額１億８千９百万円、退職給付引当金の増加額１億４千８百万円、仕入債務の増加額１億２千５百万円等の

増加と、法人税等の支払額５億６千８百万円等の減少によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において投資活動により減少した資金は、６億５千５百万円（前期比３億１千７百万円の減

少）となりました。これは主に、長期預け金の預入による支出１０億円、無形固定資産の取得による支出４億７千

４百万円、差入敷金保証金の支払による支出４千８百万円等の減少と、有価証券等の償還による収入７億円、定期

預金の払戻による収入２億円等の増加によるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度において財務活動により減少した資金は、１億９千９百万円（前期比２億１千６百万円の増

加）となりました。これは、配当金の支出によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】
　当社グループは、自社開発パッケージの販売、アライアンス製品（ハード／ソフト）等によるＳＩ及び、各種ソフト

ウェアの受託開発等のシステムサービスの提供、並びに、流通ハード／ソフトの販売を事業内容としており、情報サー

ビス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりませんので、事業区分別に記載しております。

　なお、前項の第１［企業の概況］３［事業の内容］に記載のとおり、当連結会計年度から事業区分の変更を行ってお

りますので、下記の対前期比につきましては、前期の数値を変更後の事業区分に組替えた数値との比較となっており

ます。また、情報機器販売につきましては、当連結会計年度から純額表示としております。

(1）生産実績

　当連結会計年度における事業区分ごとの生産実績は次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 構成比（％）
対前期比
（％）

システムサービス

パッケージソリューション 2,017 13.5 122.4

システム構築＆サービス 5,779 38.7 123.1

ソフトウェア開発 7,133 47.8 99.5

計 14,929 100.0 110.5

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、販売価格によります。

(2）受注状況

　当連結会計年度における事業区分ごとの受注状況は次のとおりであります。

区分
受注高
（百万円）

構成比（％）
対前期比
（％）

受注残高
（百万円）

システムサービス

パッケージソリューション 1,821 11.9 107.5 193

システム構築＆サービス 5,873 38.5 119.6 533

ソフトウェア開発 7,427 48.7 103.4 512

小計 15,122 99.1 109.7 1,239

情報機器販売 142 0.9 41.4 33

合計 15,265 100.0 108.0 1,273

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　情報機器販売につきましては、当連結会計年度から純額表示としているため、当連結会計年度末の受注残高の

算定にあたりましては、前連結会計年度末の受注残高を純額表示に修正して算出しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における事業区分ごとの販売実績は次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 構成比（％）
対前期比
（％）

システムサービス

パッケージソリューション 1,913 12.8 120.2

システム構築＆サービス 5,761 38.5 123.5

ソフトウェア開発 7,167 47.9 100.0

小計 14,842 99.2 110.6

情報機器販売 115 0.8 19.6

合計 14,958 100.0 106.7

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱
7,708 55.0 7,228 48.3

㈱日立製作所 2,321 16.6 2,775 18.6

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（対処すべき課題）

　当社グループは、「パッケージソリューション事業」「システム構築＆サービス事業」「ソフトウェア開発事

業」の３事業からなるシステムサービスを注力事業と定め、事業構造改革、経営体質の強化に努めるとともに、

売上高の拡大と収益力の向上に取り組んでまいります。

　これに伴い会社として対処すべき課題は、以下のとおりであります。

(1）システムサービスの売上拡大

　パッケージソリューション事業は、当社業容拡大の最重点事業として位置づけております。CRM分野では

SMB市場をターゲットとし、業種・業務特化型パッケージの拡充を図るとともに、当社の得意分野であるモ

バイル・セキュリティ分野についても日立グループ研究所の最新技術や、ソフトウェア開発事業で培った

ノウハウを活用し、最先端のソリューション開発と市場開拓に努めてまいります。

　システム構築＆サービス事業においては、今後IT活用が進展するSMB市場のお客さまが、最新のIT技術と

製品を導入されることを幅広く支援し、またその運用や改良にベストパートナーとして貢献することをめ

ざしております。SE（システムエンジニア）の増員、教育の拡充はもとより、資格を持つコンサルタントの

増強も進めております。また有力ベンダーとのアライアンスも積極的に推進してまいります。

　ソフトウェア開発事業は、当社創業以来の基盤事業であり、今後も安定収益の源となる事業であると捉え

ております。お客さまからの様々な要求にお応えし、各種の先進技術に取り組むことによって、新たな製品

開発の基盤を生み出す事業でもあります。これまでに培った技術、ノウハウ、経験を一層深めるとともに、基

幹事業として安定的拡大を図ってまいります。

(2）経営体質の強化

①全社運動「スマイル200＋10」の推進
　中期経営計画の目標に向けた事業拡大施策を下支えし、強靭な経営体質を維持・強化するために、当年

度（平成19年度）より、全社運動「スマイル200＋10」をスタートさせ、事業発展の基盤づくりに必要な
「人」と「仕掛け」の改革である「業務改革」を推進してまいりました。さらに、将来の事業拡大と収益の

確保・改善につなげるための「事業・構造改革」、ボトムアップで人材の活性化を進め会社全体の体質改

善を図る「意識・風土改革」を加え、３つの改革を三位一体で強力に推進してまいります。

②人材の確保と育成

　社会のニーズに応える製品・サービスを開発・提供し、事業の拡大を図るためにはこれを担う人材への投

資が必要不可欠です。新卒採用・経験者採用を積極的に行うとともに、パートナー会社との協力関係をより

一層強化して、良質な人材の確保に注力します。さらに、各種教育プログラムの拡充によってこれらの人材

を計画的に育成してまいります。また、お客さまにご指名いただけるソリューションプロバイダーをめざし

て、PM実践力・SE力・開発力・ITコンサル力の強化とともにマルチタレントSE（Sales/System/

Softwareエンジニア）の育成による総合力の強化に取り組んでまいります。

③CSR（企業の社会的責任）への取り組み

　当社グループは「正道と基本」に則り、自社技術・製品の開発を通じた知価創造により、社会に貢献する

ことを企業活動の基本としており、製品をお客さまに安心して使用していただくこと、また継続的に安定し

た実績を達成していくことは上場会社として重要な責務と考えております。当社グループは企業活動を通

じてコンプライアンス、情報セキュリティ、環境保全などに積極的に取り組み、CSR経営を実践してまいりま

す。

（当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

　当社は、株式の上場を通じて、投資家・株式市場から、将来の成長のための資本の提供をいただくとともに、

日々評価されることを通じて、より緊張感のある経営を実施することが当社の企業価値増大のためにきわめて

重要であると認識しております。

　一方、当社の株主構成については、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社が親会社であり、株式会社日立

製作所が同社の親会社であることから、これらの資本関係を前提に、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会

社並びに株式会社日立製作所及び日立グループ各社が有する研究開発力やブランドその他の経営資源を当社と

しても積極的に活用することとしております。

　当社としては、親会社のみならず、広く株主全般に提供される価値の最大化を重要な経営目標と位置づけてお

り、かかる観点から、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定に取り組むこととしております。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当連結会計年度末現在において投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当社グループが判断したものであります。

(1）情報サービス業界における急速な技術革新と市場ニーズについて

当社グループの属する情報サービス業界においては、高速・大容量ブロードバンドの普及、内部統制に伴う情

報セキュリティ強化の対応、スマートフォン等によるモバイルサービスの進展により、IT 投資の拡大が期待され

る一方、中国等アジア諸国の台頭による価格競争の激化のみならず、熾烈な技術開発競争が一層加速しておりま

す。また、顧客のニーズの変化も激しく、製品のライフサイクルも短縮してきております。

こうした状況下で、当社は変化の先取りに努め、すばやい対応をしてまいりますが、予想以上の急速な技術進

展や市場ニーズの変化に際して対応が遅れる場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との取引について（特定取引先の存在）

親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱に対して、当社は多くのシステムサービスを提供してお

ります。当社の日立ソフトウェアエンジニアリング㈱に対する売上高比率は徐々に低下しておりますが、未だ高

い比率を示しております。当社ならではのシステムサービスの提供が主体であること、及び日立ソフトウェアエ

ンジニアリング㈱以外への販売拡大を図っていることから、急激な売上減少が起こる可能性は低いと考えてお

りますが、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱が当社との取引関係において、事業方針を大幅に変更した場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）システムサービスの拡大に伴う不採算案件の可能性について

当社グループは得意分野へ資源を集中し事業規模の拡大を図っておりますが、当分野の事業には、技術、費用、

納期など多くの面でリスクが存在します。そのため当社では、引合い、見積り、受注の各段階からリスク管理を徹

底するなど、プロジェクト管理力の強化に努めるとともに、継続的に自社技術力の向上を図ることにより、不採

算案件の撲滅に取り組んでおります。しかしながら、新分野、新規顧客、新技術に関わる開発では、予想の範囲を

超えて、納入後の不具合の発生、開発途中での顧客システム仕様の変更要求、仕様追加の発生などがあった場合、

追加工数の増加等により採算が悪化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）機密情報漏洩について

当社グループは顧客の情報システムを構築・運用するために、やむを得ず顧客・個人情報等の機密情報を取

り扱う場合があります。そのため機密情報管理体制の整備、社員教育の徹底や機密情報漏洩防止ソフトウェアの

使用等により、ネットワークを通じた機密情報への侵入、情報データの持ち出し等による機密情報の漏洩を防止

するよう対策しておりますが、不測の事態によりこれらの情報が外部に漏洩された場合、信用の低下等により、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）資産に係る時価の変動について

当社の保有する有価証券等には、債券市場等の市場価格の変動等により、資産価値に影響を受けるものがあり

ます。当社は、トレーディングを目的とした資産の保有はしておりませんが、様々な要因による急激な市場価格

の下落により、資産価値の大幅な減少が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

契約締結先 契約内容 契約期間

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱
当社のソフトウェア等の売上に関する基

本契約（基本契約書）

平成９年４月１日から１年間

（自動更新）

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱
当社の情報処理機器等の仕入に関する基

本契約（販売等基本契約書）

平成９年４月１日から１年間

（自動更新）

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱が

契約したシステムの稼動後に生じる全て

の維持・管理、改造・拡張、追加開発業務

を当社が行うことに関する覚書（保守業

務の分担に関する覚書）

平成７年７月31日（平成10年12

月21日改訂）から１年間（自動

更新）

㈱日立製作所
当社の情報処理機器等の仕入に関する基

本契約（販売等基本契約書）

平成16年４月１日から１年間

（自動更新）

㈱よみうりソフト
当社の顧客／販売管理システム等の売上

に関する基本契約（販売基本契約書）

平成９年４月１日から１年間

（自動更新）

㈱よみうりコンピュータ
当社の顧客／販売管理システム等の売上

に関する基本契約（販売基本契約書）

平成９年４月１日から１年間

（自動更新）

６【研究開発活動】

当社グループは従来より、ITソリューション業界の厳しい競争に打ち克つため、他社差別化の重点項目として研

究開発を掲げて事業運営を進めております。めまぐるしく変化する外部環境を常に監視し、市場や顧客のニーズを

先取りした製品の開発、先端技術や蓄積したノウハウの製品化、並びに業界標準の取り込みを基本戦略として、積

極的に研究開発に取り組みました。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、１億６千３百万円を支出しました。

当連結会計年度の研究開発の重点分野として、CRMソリューション分野、モバイル・セキュリティソリューショ

ン分野、先端技術ソリューション分野等を中心に多数の製品やソリューションの研究開発を実施しました。

この結果、CRMソリューション分野では、広告業界向け総合販売管理システムADsysシリーズとして、交通広告代

理店向けパッケージ「ADsys for 交通広告」、小規模折込広告業向けパッケージ「ADsys for 折込広告 Jr.」の新規

開発を行い、司法書士向けのパッケージソリューションとして「サムポローニアDC/Neo」の機能強化版の開発を

行いました。

モバイル・セキュリティソリューション分野では、リモートアクセスシステム「DoMobile CSE」のスマート
フォンとの連携を強化し、携帯電話向け業務支援パッケージ「A３BROWSER（エー・キューブ・ブラウザ）」
「ケータイ快作シリーズ」の機能強化版の開発を行いました。また、社外へのデータ持ち出しを安全かつ簡単に実
現するセキュア・データ・ソリューション「モバイル割符2.0」を新規開発しました。日立ソフトウェアエンジニ
アリング㈱のセキュリティ製品秘文シリーズとの連携においては、透かし印刷により情報漏洩を抑止する「
Watermark
Print for 秘文」の機能強化版の開発を行いました。

さらに、先端技術ソリューション分野においては、㈱日立製作所中央研究所の音声合成技術を活用した汎用知的

音声合成システム「ボイスソムリエ」の機能強化版を開発しました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

 (1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れており、当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。

 (2) 財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末の資産合計は主に、長期預け金等の増加により、前連結会計年度末に比べ９億１千５百万円

増加し１５６億７千５百万円となりました。

①流動資産

当連結会計年度末の流動資産合計は主に、繰延税金資産等の増加により、前連結会計年度末に比べ１億９百

万円増加し７８億７千１百万円となりました。

②固定資産

当連結会計年度末の固定資産合計は主に、長期預け金等の増加により、前連結会計年度末に比べ８億６百万

円増加し７８億４百万円となりました。

（負債）

当連結会計年度末の負債合計は主に、退職給付引当金や買掛金等の増加により、前連結会計年度末に比べ４億

１千２百万円増加し４４億５千万円となりました。

①流動負債

当連結会計年度末の流動負債合計は主に、買掛金等の増加により、前連結会計年度末に比べ２億６千９百万

円増加し２８億２千４百万円となりました。

②固定負債

当連結会計年度末の固定負債合計は主に、退職給付引当金の増加により、前連結会計年度末に比べ１億４千

２百万円増加し１６億２千５百万円となりました。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産合計は主に、当期純利益の計上、配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比

べ５億３百万円増加し１１２億２千５百万円となりました。

 (3) 経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ９億４千４百万円(6.7%)増加の１４９億５千８百万円とな

りました。これは主に、システムサービスの売上伸長による増加と、当連結会計年度より情報機器販売の売上を

純額表示としたことによる減少等によるものであります。なお、各事業区分別の概況については、前掲の「第２

事業の状況　１業績等の概要　(1)業績」に記載しております。

②売上原価

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べ４億８千１百万円(4.3%)増加の１１７億９千２百万円と

なりました。これは主に、システムサービスの売上伸長による増加と、当連結会計年度より情報機器販売の売上

を純額表示としたことによる減少等によるものであります。

③販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ１億円(5.0%)増加の２０億９千８百万円と

なりました。これは主に、営業人員の増強による人件費の増加等によるものであります。
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④営業利益

上記①～③の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ３億６千２百万円(51.4%)増加の　１

０億６千８百万円となりました。

⑤営業外損益

当連結会計年度の営業外損益は、前連結会計年度に比べ２千１百万円(39.1%)増加の７千７百万円の収益（純

額）となりました。これは主に、受取利息の増加等によるものであります。

⑥経常利益

上記①～⑤の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ３億８千４百万円(50.5%)増加の１１

億４千５百万円となりました。

⑦税金等調整前当期純損益・当期純損益

上記①～⑥の結果及び前連結会計年度に計上した特別損失４億６千６百万円（純額）が無くなった結果、当

連結会計年度の税金等調整前当期純損益は、前連結会計年度に比べ８億５千万円(289.1%)増加の１１億４千５百

万円の利益となり、当期純損益は、前連結会計年度に比べ８億３千５百万円(黒字転換)増加の７億１千４百万円

の利益となりました。

 (4) 戦略的現状と見通し

当社グループが属する情報サービス業界は、企業間競争が一段と激化し、選別と淘汰の波が、引き続き打ち寄

せておりますが、重点分野への資源集中と各種施策の強力な推進により事業規模拡大と収益向上に努めてまい

ります。

パッケージソリューション事業拡大にあたっては、当社が今まで蓄積してきたノウハウをベースに、新規市場

向けパッケージ開発と既存パッケージの横展開による市場の拡大を図ってまいります。CRM パッケージはSMB 

市場を、またモバイル・セキュリティパッケージは業務システムでの活用による新市場をターゲットに拡大を

図ります。

また、システム構築＆サービス事業拡大に向けては、当社の強みであるＳＥ力をベースに、サーバ／ストレー

ジを核としたシステム基盤構築サービスと、IT コンサルティングサービスを活用した、SMB 市場での事業拡大

を積極的に展開してまいります。

ソフトウェア開発事業においては、研究開発、先端技術取り込みを積極的に推進するとともに、より一層のプ

ロジェクトマネジメント力の強化、事業部間での開発ノウハウ共有による開発技術力の強化並びに品質・信頼

性向上に取り組み、安定受注の確保に努めてまいります。

 (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループのキャッシュ・フローの状況については、前掲の「第２事業の状況　１業績等の概要　(2)キャッ

シュ・フロー」に記載しております。

 (6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループといたしましては、前掲の「第２事業の状況　３対処すべき課題」に記載しております課題を全

社一丸となって取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
当社グループは、当連結会計年度においては、主にソフトウェア開発の生産性向上及び省力化、合理化のためのコン

ピュータ機器取得等の設備投資を行っております。

当連結会計年度の設備投資は、13百万円であります。
なお、生産設備投資は、各事業の生産活動に与える効果が密接不可分であるため、事業区分別の記載を省略しており

ます。

又、事務合理化等のため、ソフトウェア投資を、90百万円行っております。

設備投資等の内容

投資区分 設備投資(百万円) ソフトウェア投資(百万円)

　生産設備 7 5

　事務合理化設備 5 84

合計 13 90

２【主要な設備の状況】
当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業区分 設備の内容
賃借建物
年間賃借料
（百万円）

帳簿価額
建　物

（百万円）

帳簿価額
情報処理機器
（百万円）

従業員数
（名）

本社

（横浜市中区）
全事業区分

事務所及び　

生産設備
224 57 55 1,041

関西支店

（大阪市中央区）
システムサービス 営業拠点設備 2 0 0 5

海老名事業所

（神奈川県

　　海老名市）

システムサービス 生産設備 22 5 1 4

合計 － － 249 63 57 1,050

(2）国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業区分 設備の内容
賃借建物
年間賃借料
（百万円）

帳簿価額
建　物

（百万円）

帳簿価額
情報処理機器
（百万円）

従業員数
（名）

㈱ピスク
本社事務所

（東京都豊島区）

システムサービ

ス

事務所及び

　営業拠点

設備

28 0 3 34

　（注）１　事業所建物は全て賃借であります。

２　上記の他、リース設備としては複写機等で年間リース料は13百万円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】
当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

なお、生産設備投資は、各事業の生産活動に与える効果が密接不可分であるため、事業区分別の記載を省略してお

ります。

また、重要な設備の除却等の計画はありません。

設備の新設計画

会社名 投資区分 所在地 設備の内容
投資予定金額
総額
（百万円）

投資予定金額
既支払額
（百万円）

資　　金
調達方法

着手 完了予定

日立ビジネス

ソリューション㈱

生産設備・事務

合理化設備
横浜市中区

事務所及び生産

設備
300 － 自己資金 平成20年４月 平成23年３月

　（注）上記設備計画による生産能力の増加については、ソフトウェア開発が技術者によって行われることから計数的な

把握が困難であるため、記載しておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,300,000 14,300,000
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 14,300,000 14,300,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成12年５月19日 1,300,000 14,300,000 － 3,560 － 4,554

　（注）平成12年５月19日の発行済株式総数増加は、１：1.1の割合による株式分割であります。

EDINET提出書類

日立ビジネスソリューション株式会社(E05057)

有価証券報告書

16/81



（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 26 24 41 34 － 4,210 4,335 －

所有株式数（単元） － 6,204 757 77,920 5,865 － 52,247 142,993 700

所有株式数の割合

（％）
－ 4.34 0.53 54.49 4.10 － 36.54 100 －

　（注）１　自己株式105株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に５株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が34単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱
東京都品川区東品川４－12－７ 7,700 53.85

関口邦夫 埼玉県川口市 452 3.17

日立ビジネス社員持株会 神奈川県横浜市中区桜木町１－１－８ 447 3.13

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル

（常任代理人　ゴールドマン

・サックス証券㈱）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,

 U.K

 

（東京都中央区日本橋茅場町１－２－４　

日本証券代行㈱バックオフィス部内） 

406 2.84

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱
東京都中央区晴海１－８－11 204 1.43

小川由晃 和歌山県和歌山市 120 0.84

日本マスタートラスト信託銀

行㈱
東京都港区浜松町２－11－３ 94 0.66

資産管理サービス信託銀行㈱

東京都中央区晴海１－８－12　晴海アイラ

ンド　トリトンスクエア　オフィスタワーＺ

棟

82 0.58

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 52 0.36

染谷幸則 埼玉県越谷市 47 0.33

計 － 9,607 67.19

　（注）上記大株主のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 164千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 50千株、

資産管理サービス信託銀行㈱ 28千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,299,200 142,958 －

単元未満株式 普通株式        700 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 14,300,000 － －

総株主の議決権 － 142,958 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,400株含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数34個は、含めておりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日立ビジネス

ソリューション㈱

横浜市中区桜木町

一丁目１番地８
100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

（８）【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 105 － 105 －
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営目標と位置づけております。

しかしながら、当社が属する情報サービス業界では、熾烈な技術・価格競争が展開されており、こうした競争を

勝ち抜くためには、急速な技術革新に対応した新製品・新技術のタイムリーな開発が必要です。このため研究開発

投資、設備投資などの積極的な先行投資が必須となっております。このような状況を勘案し、株主に対する利益還

元につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本とし、競争力の維持・強化、財務体質の強化、配当水準と

配当性向などを総合的に検討して決定してまいります。配当性向につきましては、30％以上を継続的に実現するこ

とをめざしたいと考えております。

また、毎事業年度における配当の回数についての基本的な方針は、毎年３月末日または毎年９月末日現在の株主

または登録株式質権者に対し剰余金の配当を行う旨、定款に定めております。但し、その他の基準日を定め、剰余金

の配当をすることができる旨も定めております。

これらの配当の決定機関につきましては、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議にはよらず、取

締役会の決議によって定めることができる旨、定款に定めております。

なお、第33期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成19年10月24日

取締役会決議
100 7.00

平成20年６月23日

定時株主総会決議
142 10.00

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 1,060 950 917 879 759

最低（円） 715 690 712 702 542

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 740 730 680 675 638 595

最低（円） 706 650 615 551 557 542

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役　

取締役社長

　 木村　伊九夫 昭和21年12月14日生 昭和44年４月 ㈱日立製作所入社 注３ 13

平成12年１月 同社金融・流通システムグルー

プサービス事業部長

平成14年４月 同社情報・通信グループＣＯＯ

兼ＳＡＮソリューション事業部

長

平成15年６月 当社専務取締役

平成16年６月 当社代表取締役・取締役社長

（現任）

常務取締役 　 橋本　宝 昭和22年９月27日生 昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 注３ 3

平成12年４月 ㈱日立システムアンドサービス

入社

平成15年12月 当社業務システム事業部次長

平成16年４月 当社第１業務システム事業部長

平成17年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役（現任）

常務取締役 事業

企画

本部

長

大西　博久 昭和27年５月５日生 昭和50年４月 ㈱日立製作所入社 注３ 5

平成12年１月 同社金融・流通システムグルー

プ流通システム事業部流通・

サービスシステム本部長

平成17年４月 当社事業企画本部長（現任）

平成17年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役（現任）

常務取締役 第２

業務

シス

テム

事業

部長

奥村　昭 昭和23年３月11日生 昭和46年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社

注３ 2

平成13年４月 同社開発事業部ネットワーク本

部長

平成18年４月 当社第２業務システム事業部長

（現任）

平成18年６月 当社取締役

平成20年６月 当社常務取締役（現任）

取締役 経理

部長

黒澤　謙一 昭和25年12月11日生 昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 注３ 2

平成16年６月 ㈱日立オープンプラットフォー

ムソリューションズ執行役員

平成18年１月 当社社長付

平成18年４月 当社経理部長（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）

取締役 営業

本部

長

山内　吉朗 昭和25年７月30日生 昭和49年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社

注３ 3

平成15年９月 同社営業統括本部ソリューショ

ン第２営業本部長

平成17年４月 同社公共社会システム事業部社

会・公共ソリューション営業本

部長

平成18年４月 当社営業本部長（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ビジネ

スサ

ポート

本部長

山本　敏雄 昭和25年８月20日生 昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 注３ 2

平成９年６月 同社映像情報メディア事業部総

務部長

平成15年４月 ㈱日立インフォメーションテク

ノロジー取締役

平成18年10月 当社社長付

平成18年11月 当社ビジネスサポート本部長

（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 パッ

ケージ

ソ

リュー

ション

事業部

長

上　政之 昭和27年７月15日生 昭和50年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱入社

注３ 2

平成16年10月 同社開発事業部第２開発本部長

平成17年６月 当社基本ソフト事業部長

平成19年６月 当社取締役（現任）

平成20年４月 当社パッケージソリューション

事業部長（現任）

取締役 　 山本　章治 昭和21年11月14日生 昭和44年６月 ㈱日立製作所入社 注３ －

平成11年４月 同社情報・通信グループソフト

ウェア事業部長

平成13年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱開発事業部長

平成13年６月 同社常務取締役

平成15年６月 同社執行役専務兼取締役（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）

　 桑原　善祥 昭和23年７月28日生 昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 注４ 5

平成14年４月 同社情報・通信グループＳＡＮ

ソリューション事業部長付

平成15年６月 当社パッケージソリューション

事業部長

平成16年６月 当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 桑原　弘美 昭和20年８月23日生 昭和43年４月 ㈱日立製作所入社 注５ －

平成13年４月 同社情報・通信グループ統括本

部ＣＳＯ

平成13年６月 同社常務

平成15年４月 同社専務兼経営戦略部門長

平成15年６月 同社執行役専務

平成16年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱執行役副社長

平成16年６月 同社執行役副社長兼取締役（現

任）

当社監査役（現任）

監査役 　 茂村　力 昭和24年７月17日生 昭和50年４月 ㈱日本債券信用銀行入行 注５ －

平成12年８月 同行ロンドン駐在員事務所長

平成13年４月 日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱経理部専任部長

平成13年６月 当社監査役（現任）

平成15年３月 日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱グループ会社室長（現任）

　 　 　 　 計 　 37

　（注）１　取締役　山本章治は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
　　　　２　監査役　桑原弘美、茂村力は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
　　　　３　取締役の任期は平成20年６月23日選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

終結の時まで。

　　　　４　監査役　桑原善祥の任期は平成19年６月20日選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結の時まで。

　　　　５　監査役　桑原弘美、茂村力の任期は平成20年６月23日選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会終結の時まで。

　　　　６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２名
を選出しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

若林　隆 昭和27年２月18日生 昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 注 －

平成12年１月 同社金融・流通システムグループサービス事業部サー

ビス事業推進本部サービス事業推進部長

平成17年４月 同社情報・通信グループ事業構造改革本部部長

平成19年４月 当社事業企画本部企画部長

平成19年８月 当社事業企画本部次長（現任）

永野　顕隆 昭和23年６月１日生 昭和46年４月 ㈱日立製作所入社 注 －

平成６年２月 同社リビング機器事業部冷熱本部総務部長

平成９年６月 同社汎用コンピュータ事業部総務部長

平成11年６月 日立ソフトウェアエンジニアリング㈱人材開発本部人

事部長

平成14年６月 同社人材開発本部長

平成15年６月 同社執行役

平成17年４月 同社執行役常務（現任）

　（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】
 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレートガバナンスを経営上の重要課題と認識しており、当社役員及び社員の行動規範として
「日立ビジネスソリューション企業行動基準」を制定して、公正かつ透明な企業行動、法と正しい企業倫理に基
づく行動、経営及び技術情報の価値の尊重等について徹底を図っております。

 (2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等
 　 ① 会社の機関の基本説明

　当社は、監査役制度を採用しており、社外取締役１名、社外監査役２名の体制をとるとともに、定款に定める取
締役の任期を１年とすることで、取締役の職務執行成果を単年度毎に評価できるようにしており、コンプライア
ンス重視の経営体制を実現しております。
ａ.取締役の定数　
　 　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。
ｂ.取締役選任の決議要件
　 　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が株主総会に出席し、その議決権の過半数をもって行い、当該決議は累積投票によらない旨を定款に定
めております。

ｃ.取締役及び監査役の責任免除
　 　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取
締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任を、法令の定める限度内で
免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、そ
の能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

ｄ.株主総会の特別決議要件
　 　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決
権の３分の１以上を有する株主が株主総会に出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定
めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を
行うことを目的とするものであります。

ｅ.剰余金の配当及び自己株式取得の決定機関
　 　当社は、会社法第459条第１項各号に掲げる事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の
決議にはよらず、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の
配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま
す。

　　②会社の機関・内部統制の関係
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 　 ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は、既に日立グループ全体の取り組みに従い、米国SO法対応のため、COSOフレームワークに準拠した内部

統制システムを導入しております。当社のインターナル・コントロール委員会は、内部統制システムの有効性確

認を行います。当該委員会の報告に基づき、取締役社長は、有効性評価を行っております。

　また、会社法によって義務づけられた内部統制システムの決議を取締役会で行い、社内各機関の体制を整えて

おり、監査役会が内部統制システムの監査を行います。

 　 ④ 内部監査及び監査役監査の状況

（内部監査）

　当社の内部監査は監査室を担当部署として、全社を対象に実施しております。監査室は、営業取引、資材取引、経

理業務、生産管理、労務管理等業務全般の処理や財産の管理が適正に行われているかについて、当社が定めた監

査基準に従って調査及び評価を実施し、その結果に対し必要な改善事項を指摘し、改善状況のフォローアップを

行っております。

　また、監査室は内部監査に関する計画、及び監査結果を随時、監査役に報告しております。

（監査役監査）

　監査役による社内状況監査は監査役会の年間スケジュールに基づき実施され、随時、監査役による聴取が実施

されております。

　また、監査役は会計監査人から、監査計画及び監査の結果について報告及び説明を受けるとともに、必要に応じ

て打ち合わせの機会を持つなど情報交換を行い、相互の連携を高めております。

 　 ⑤ 会計監査の状況

　公認会計士監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、月次及び、期末に監査を実施して

いただいております。具体的には下表のとおりです。

会計監査業務を執行した　　公

認会計士の氏名 
青栁　好一 氏、尾﨑　隆之 氏 

所属する監査法人名 新日本監査法人 

監査業務に係る補助者の構成 公認会計士１名、会計士補等８名、その他２名

 　 ⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係

　当社の社外取締役１名は、親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱から選任しております。平成20

年６月23日に開催された定時株主総会においても、この体制を継続しております。社外取締役には、当社開催の

取締役会に出席いただくとともに、随時経営に関し的確な意見を述べていただいております。

　社外監査役２名についても日立ソフトウェアエンジニアリング㈱から選任しております。平成20年６月23日に

開催された定時株主総会においても、この体制を継続しております。社外監査役には、当社開催の取締役会に出

席いただくとともに、監査役会に出席いただき、健全な会社運営を行うための監査の方法、及びその内容を検討

いただき、監査を実施していただいております。

　なお、当社と社外取締役並びに社外監査役は、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。その内容の概

要は、社外取締役並びに社外監査役の責任を会社法第425条第１項各号に掲げる額の合計額を限度とするもので

す。

 (3) リスク管理体制の整備の状況

　内部統制の拡充は、企業統治の中で経営効率及び企業活動の正当性確保（適正な財務報告、コンプライアンス

等）のために不可欠な要素であると考えております。

　当社は内部統制システムを構築運用し、法令遵守を確保するため、組織(インターナル・コントロール委員会等)

・各種会社規則(日立ビジネスソリューション企業行動基準等)を定め、全体統制の観点から、取締役の業務の執

行の適法性を確認しております。

　また、社内の法令違反行為予防のために「コンプライアンス内部通報制度」を運用しております。

　公認会計士監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、月次及び期末に監査を実施して

おります。

　顧問弁護士につきましては、末吉綜合法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題が生じた際に必要に応じてア

ドバイスをいただいております。
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 (4) 役員報酬の内容

（当事業年度）

　 支給人員
（名）

支 給 額
（百万円）

取  締  役 9 122

監  査  役 3 18

合　　計 12 140

（注）１　支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等の額は含まれておりません。

２　取締役及び監査役の報酬限度額は次のとおりです。

　取締役 200百万円（年額）以内（平成19年６月20日開催の第32回定時株主総会決議）

　監査役　60百万円（年額）以内（平成19年６月20日開催の第32回定時株主総会決議）

３　支給額には、役員賞与引当額及び役員退職慰労金引当額が含まれております。

４　支給額のうち、社外取締役１名及び社外監査役２名の報酬の合計額は４百万円となって

おります。

 (5) 監査報酬の内容

当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法

律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬
 12百万円

上記以外の業務に基づく報酬  －

合　　計  12
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第32期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

33期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表、及び第32期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）の連結財務諸表、及び第33期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新

日本監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  487   710  

２．受取手形及び売掛金 　  3,883   3,694  

３．有価証券 　  602   －  

４．たな卸資産 　  141   139  

５．預け金 　  2,151   2,771  

６．繰延税金資産 　  479   539  

７．その他 　  22   17  

８．貸倒引当金 　  △6   △2  

流動資産合計 　  7,761 52.6  7,871 50.2

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 132   131   

減価償却累計額 　 △55 77  △66 64  

(2）工具器具備品 　 217   200   

減価償却累計額 　 △141 75  △140 60  

有形固定資産合計 　  152 1.0  124 0.8

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  683   599  

(2）その他 　  192   112  

無形固定資産合計 　  876 5.9  712 4.5

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  3,763   3,635  

(2）前払年金費用 　  332   370  

(3）繰延税金資産 　  593   728  

(4）長期預け金 　  －   1,000  

(5）長期定期預金 　  900   800  

(6）その他 　  380   433  

投資その他の資産合計 　  5,969 40.5  6,967 44.5

固定資産合計 　  6,998 47.4  7,804 49.8

資産合計 　  14,760 100.0  15,675 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  564   664  

２．未払法人税等 　  359   412  

３．未払費用 　  1,153   1,141  

４．役員賞与引当金 　  9   48  

５．プログラム補修引当金 　  35   25  

６．受注損失引当金 　  －   9  

７．その他 　  431   522  

流動負債合計 　  2,554 17.3  2,824 18.0

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  1,385   1,534  

２．役員退職慰労引当金 　  89   84  

３．その他 　  7   7  

固定負債合計 　  1,483 10.1  1,625 10.4

負債合計 　  4,037 27.4  4,450 28.4

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,560 24.1  3,560 22.7

２．資本剰余金 　  4,554 30.8  4,554 29.1

３．利益剰余金 　  2,623 17.8  3,137 20.0

４．自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  10,737 72.7  11,250 71.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差額金 　  △14 △0.1  △25 △0.2

評価・換算差額等合計 　  △14 △0.1  △25 △0.2

純資産合計 　  10,722 72.6  11,225 71.6

負債純資産合計 　  14,760 100.0  15,675 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  14,014 100.0  14,958 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  11,311 80.7  11,792 78.8

売上総利益 　  2,703 19.3  3,166 21.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  1,997 14.3  2,098 14.1

営業利益 　  705 5.0  1,068 7.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 69   86   

２．雑収益 　 5 74 0.5 3 89 0.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息及び割引料 　 0   －   

２．固定資産除却損 　 4   5   

３．たな卸資産除却損 　 2   6   

４．関係会社株式売却損 　 9   －   

５．投資有価証券評価損 　 2   －   

６．雑損失 　 0 19 0.1 1 12 0.0

経常利益 　  760 5.4  1,145 7.7

Ⅵ　特別損失 　       

１．のれん償却額 　 437   －   

２．ソフトウェア除却損 　 14   －   

３．ソフトウェア評価損 　 13 466 3.3 － － －

税金等調整前当期純利
益

　  294 2.1  1,145 7.7

法人税、住民税及び事業
税

　 524   619   

法人税等調整額 　 △108 415 3.0 △188 431 2.9

当期純利益（純損失） 　  △121 △0.9  714 4.8

　 　       

EDINET提出書類

日立ビジネスソリューション株式会社(E05057)

有価証券報告書

30/81



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 2,994 △0 11,108

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △100  △100

利益処分による配当金の支払い   △100  △100

利益処分による役員賞与   △50  △50

当期純利益又は純損失（△）   △121  △121

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △371 － △371

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 2,623 △0 10,737

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

△34 △34 11,073

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △100

利益処分による配当金の支払い   △100

利益処分による役員賞与   △50

当期純利益又は純損失（△）   △121

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

20 20 20

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

20 20 △351

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△14 △14 10,722

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 2,623 △0 10,737

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △200  △200

当期純利益又は純損失（△）   714  714

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 513 － 513

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 3,137 △0 11,250

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△14 △14 10,722

連結会計年度中の変動額    
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

剰余金の配当   △200

当期純利益又は純損失（△）   714

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△10 △10 △10

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△10 △10 503

平成20年３月31日　残高
（百万円）

△25 △25 11,225
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

　   

税金等調整前当期純利益 　 294 1,145

減価償却費 　 554 660

のれん償却額 　 456 －

貸倒引当金の増減額（減少：
△）

　 1 △3

役員賞与引当金の増減額（減
少：△）

　 9 38

プログラム補修引当金の増減額
（減少：△）

　 △0 △9

受注損失引当金の増減額（減
少：△）

　 － 9

退職給付引当金の増減額（減
少：△）

　 151 148

役員退職慰労引当金の
増減額（減少：△）

　 △37 △5

受取利息及び受取配当金 　 △69 △86

支払利息及び割引料 　 0 －

固定資産除却損 　 4 5

たな卸資産除却損 　 2 6

関係会社株式売却損 　 9 －

投資有価証券評価損 　 2 －

ソフトウェア除却損 　 14 －

ソフトウェア評価損 　 13 －

売上債権の増減額（増加：△） 　 △169 189

たな卸資産の増減額（増加：
△）

　 25 △4

前払年金費用の増減額（増加：
△）

　 △55 △37

仕入債務の増減額（減少：△） 　 △23 125

未払費用の増減額（減少：△） 　 △33 △12

その他 　 11 93

小計 　 1,162 2,263

利息及び配当金の受取額 　 90 102

利息及び割引料の支払額 　 △0 －

法人税等の支払額 　 △422 △568

その他 　 △4 2

営業活動によるキャッシュ・
フロー

　 826 1,799
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

　   

定期預金の払戻による収入 　 － 200

長期預け金の預入による支出 　 － △1,000

有価証券の売却・償還による収
入

　 840 600

有形固定資産の取得による支出 　 △50 △18

無形固定資産の取得による支出 　 △399 △474

投資有価証券の売却・償還によ
る収入

　 － 100

関係会社株式の売却による収入 　 0 －

差入敷金保証金の支払による支
出

　 △53 △48

保険積立金の積立による支出 　 △47 △31

保険積立金の解約による収入 　 76 15

新規連結子会社株式取得による
支出

※２ △706 －

その他 　 0 1

投資活動によるキャッシュ・
フロー

　 △338 △655

　 　   

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

　   

短期借入金の返済による支出 　 △184 －

長期借入金の返済による支出 　 △32 －

配当金の支払額 　 △199 △199

財務活動によるキャッシュ・
フロー

　 △416 △199

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減
少：△）

　 72 943

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 2,466 2,538

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,538 3,482
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社の数　１社

　　　連結子会社名　　㈱ピスク

なお、㈱ピスクは、平成18年４月に全株式を取

得したことにより、当連結会計年度から連結の範

囲に含めております。

また、連結の範囲から除外した子会社はありま

せん。

１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社の数　１社

同左

──────

 

 

なお、連結の範囲から除外した子会社はありま

せん。

２．持分法の適用に関する事項

　　　該当事項はありません。

なお、持分法を適用していない関連会社（㈱よ

みうりソフト）については、連結純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて連結財務諸表に与える影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

　　　該当事項はありません。

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致

しております。

　なお、㈱ピスクの決算日を５月20日から連結決算

日に変更したため、当該連結子会社の事業年度の月

数が約10ヶ月となっております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

 

──────

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②たな卸資産

商　品　　移動平均法による低価法

仕掛品　　個別法による原価法

②たな卸資産

商　品　　　　　同左

仕掛品　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物　　　　　　　３～23年

工具器具備品　　　３～20年

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

──────

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

 

 

 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物　　　　　　　３～23年

工具器具備品　　　４～20年

（会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に

伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　この変更による、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響は、軽微でありま

す。

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響は、軽微であります。

②無形固定資産

定額法

なお、市場販売目的のソフトウェアについて

は、販売可能な見込有効期間（３年以内）、自社

利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっ

ております。

②無形固定資産

同左

　

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収の可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

②役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度

における支給見込額を計上しております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29

日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は、それぞれ９百万円減少してお

ります。

②役員賞与引当金

同左

 

──────

 

 

 

　

③プログラム補修引当金

　プログラムの無償補修費用の支出に備えるた

め、将来発生見込額を計上しております。

──────

 

 

 

 

 

 

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　会計基準変更時差異については、10年による均

等額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間による定額法により費用処理するこ

ととしております。

⑤役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づいて計算された額を計上しております。

③プログラム補修引当金

同左

 

④受注損失引当金

ソフトウェアの請負契約に基づく開発のうち、

当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、

かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能

なものについては、翌連結会計年度以降に発生が

見込まれる損失額を計上しております。

⑤退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥役員退職慰労引当金

同左

(4）収益及び費用の計上基準

長期・大型の請負契約に基づくソフトウェア

開発については進行基準を適用しております。

(4）収益及び費用の計上基準

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方

式によっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却は、その効果の発現する期間を個別

に見積り、20年以内の合理的な年数で規則的に償却

しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び負ののれんはありません。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、10,722百万

円です。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

──────
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注記事項

連結貸借対照表関係

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

 投資有価証券（株式） 20百万円  投資有価証券（株式） 20百万円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

  　従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し次

のとおり債務の保証を行っております。

  　従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し次

のとおり債務の保証を行っております。

（被保証人）従業員４人 35百万円 （被保証人）従業員４人 32百万円

　３　受取手形割引高は、3百万円であります。 ──────

連結損益計算書関係

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は、次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は、次

のとおりであります。

給与諸手当等 882百万円

退職給付費用 38

減価償却費 129

研究開発費 320

のれん償却額 19

給与諸手当等 1,068百万円

退職給付費用 44　

減価償却費 116　

研究開発費 163　

　 　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 320百万円

当期製造費用 －

　　合計 320

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 163百万円

当期製造費用 －

　　合計 163
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連結株主資本等変動計算書関係

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 14,300 － － 14,300

合計 14,300 － － 14,300

自己株式     

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日

定時株主総会
普通株式 100 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日

平成18年10月26日

取締役会
普通株式 100 7.00 平成18年９月30日 平成18年12月４日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月20日

定時株主総会
普通株式 100 利益剰余金 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 14,300 － － 14,300

合計 14,300 － － 14,300

自己株式     

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月20日

定時株主総会
普通株式 100 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月21日

平成19年10月24日

取締役会
普通株式 100 7.00 平成19年９月30日 平成19年12月４日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月23日

定時株主総会
普通株式 142 利益剰余金 10.00 平成20年３月31日 平成20年６月24日
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連結キャッシュ・フロー計算書関係

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 487百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △100

預け金 2,151

合計 2,538

現金及び預金期末残高 710百万円

預け金 2,771

合計 3,482

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに㈱ピスクを連結子会社にし

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に、同社取得に伴う支出との関係は、次のとおりであ

ります。

──────

流動資産 225百万円

固定資産 562

のれん 456

流動負債 △374

固定負債 △121

新規連結子会社株式の取得価額 750

新規連結子会社の

現金及び現金同等物
△43

新規連結子会社株式取得による支出 △706
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リース取引関係

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4 2 1

工具器具備品 17 12 5

ソフトウェア 5 1 4

合計 27 16 11

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4 3 0

工具器具備品 13 11 1

ソフトウェア 5 2 2

合計 23 18 5

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5百万円

１年超 5

合計 11

１年以内 3百万円

１年超 1

合計 5

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6

支払利息相当額 0

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5

支払利息相当額 0

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

Ⅰ　前連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成19年３月31日）

　　該当する有価証券はありません。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

　　該当する有価証券はありません。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）

　 　 取得原価（百万円） 　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

(1) 株式 　 － 　 － 　 －

(2）債券 　  　  　  

国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

社債 　 1,924 　 1,930 　 6

その他 　 － 　 － 　 －

(3) その他 　 － 　 － 　 －

小計 　 1,924 　 1,930 　 6

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

(1) 株式 　 － 　 － 　 －

(2）債券 　  　  　  

国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

社債 　 1,602 　 1,586 　 △15

その他 　 805 　 790 　 △14

(3) その他 　 － 　 － 　 －

小計 　 2,407 　 2,376 　 △30

合計 　 4,332 　 4,307 　 △24

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　　該当事項はありません。

５　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日）

その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　 　37百万円
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６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（平成19年３月31日）

　 　 １年以内（百万円）　
１年超５年以内

（百万円）
　

５年超10年以内

（百万円）
　 10年超（百万円）

(1）債券 　  　  　  　  

国債・地方

債等
　 － 　 － 　 － 　 －

社債 　 602 　 － 　 295 　 2,619

その他 　 － 　 587 　 202 　 －

(2) その他 　 － 　 － 　 － 　 －

合計 　 602 　 587 　 498 　 2,619

Ⅱ　当連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成20年３月31日）

　　該当する有価証券はありません。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

　　該当する有価証券はありません。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）

　 　 取得原価（百万円） 　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

(1) 株式 　 － 　 － 　 －

(2）債券 　  　  　  

国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

社債 　 1,011 　 1,011 　 0

その他 　 － 　 － 　 －

(3) その他 　 － 　 － 　 －

小計 　 1,011 　 1,011 　 0

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

(1) 株式 　 36 　 22 　 △13

(2）債券 　  　  　  

国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

社債 　 1,803 　 1,789 　 △14

その他 　 804 　 788 　 △15

(3) その他 　 － 　 － 　 －

小計 　 2,644 　 2,601 　 △42

合計 　 3,655 　 3,613 　 △42

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　　該当事項はありません。

５　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日）

その他有価証券

非上場株式　　　　　　　　　 　　1百万円
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６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（平成20年３月31日）

　 　 １年以内（百万円）　
１年超５年以内

（百万円）
　

５年超10年以内

（百万円）
　 10年超（百万円）

(1）債券 　  　  　  　  

国債・地方

債等
　 － 　 － 　 － 　 －

社債 　 － 　 － 　 296 　 2,505

その他 　 － 　 587 　 201 　 －

(2) その他 　 － 　 － 　 － 　 －

合計 　 － 　 587 　 497 　 2,505

デリバティブ取引関係

前連結会計年度において当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はあ

りません。

当連結会計年度において当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はあ

りません。
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退職給付関係

Ⅰ　前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　企業年金基金制度：当社及び親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱とその関係会社（除く

　　　　　　　　　　当社連結子会社）との連合形態であり、年金資産は退職給付債務比率により当社年

　　　　　　　　　　金資産相当額を算出しております。なお、当制度は、キャッシュバランスプランを

　　　　　　　　　　導入した制度であります。

　退職一時金制度　：当社は、ポイント制を導入しております。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日）

イ　退職給付債務 △4,895　百万円

ロ　年金資産 3,169

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,726

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 17

ホ　未認識数理計算上の差異 1,009

ヘ　未認識過去勤務債務 △353

ト　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △1,053

チ　前払年金費用 332

リ　退職給付引当金（ト－チ） △1,385

３　退職給付費用に関する事項（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

イ　勤務費用 313　百万円

ロ　利息費用 109

ハ　期待運用収益 △102

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 5

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 61

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △22

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 365

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 3.5％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 18年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理することとしております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 18～21年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。）

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 10年

Ⅱ　当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。
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　企業年金基金制度：当社及び親会社である日立ソフトウェアエンジニアリング㈱とその関係会社（除く

　　　　　　　　　　当社連結子会社）との連合形態であり、年金資産は退職給付債務比率により当社年

　　　　　　　　　　金資産相当額を算出しております。なお、当制度は、キャッシュバランスプランを

　　　　　　　　　　導入した制度であります。

　退職一時金制度　：当社は、ポイント制を導入しております。

２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日）

イ　退職給付債務 △5,199　百万円

ロ　年金資産 2,990

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,209

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 11

ホ　未認識数理計算上の差異 1,364

ヘ　未認識過去勤務債務 △331

ト　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △1,164

チ　前払年金費用 370

リ　退職給付引当金（ト－チ） △1,534

３　退職給付費用に関する事項（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

イ　勤務費用 341　百万円

ロ　利息費用 121

ハ　期待運用収益 △110

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 5

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 69

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △22

ト　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 404

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 3.5％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 18年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より費用処理することとしております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数 18～21年（発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。）

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 10年
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税効果会計関係

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額 428百万円

未払賞与超過額 332

繰越欠損金 84

未払事業税否認額 36

プログラム補修引当金 14

役員退職慰労引当金 36

その他 337

繰延税金資産　小計 1,270

評価性引当額 △124

繰延税金資産　合計 1,146

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金

算入額
66

特別償却準備金損金算入額 1

その他 4

繰延税金負債　合計 72

繰延税金資産の純額 1,073

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額 473百万円

未払賞与超過額 328

繰越欠損金 70

未払事業税否認額 40

プログラム補修引当金 10

進行基準原価損金不算入額 60

役員退職慰労引当金 34

その他 363

繰延税金資産　小計 1,382

評価性引当額 △72

繰延税金資産　合計 1,309

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金

算入額
40

その他 0

繰延税金負債　合計 40

繰延税金資産の純額 1,268

２　法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率と

の間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率と

の間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
2.1

住民税等均等割等 2.3

損金不算入ののれん償却額 63.2

評価性引当額 42.3

その他 △9.4

税効果会計適用後法人税等の

負担率
141.2

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目
2.3　

住民税等均等割等 0.6　

評価性引当額 △4.5　

法人税額の特別控除税額 △0.3　

その他 △1.2　

税効果会計適用後法人税等の

負担率
37.6　
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セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度において、当社グループは、ハードウェアとパッケージソフトを組合せたシステム構築を主体

とするシステムソリューション提供及び、コンピュータソフトウェアの開発等のソフトソリューション提供、

並びに、ハードウェアの販売・付帯するサービス提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事

業の種類別セグメント情報を記載しておりません。

　当連結会計年度において、当社グループは、自社開発パッケージの販売、アライアンス製品（ハード／ソフ

ト）等によるＳＩ及び、各種ソフトウェアの受託開発等のシステムサービスの提供、並びに、流通ハード／ソフ

トの販売を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しており

ません。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度において、本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セ

グメント情報を記載しておりません。

　当連結会計年度において、本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セ

グメント情報を記載しておりません。

【海外売上高】

　前連結会計年度において、海外売上高がないため、海外売上高の記載をしておりません。

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、海外売上高の記載をしておりません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（百万円）

事 業 の
内　　容

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

日立ソ

フト

ウェア

エンジ

ニアリ

ング株

式会社

東京都

品川区
34,182

ソフト

ウェアの

開発・販

売

直接　53.9
兼任３人

転籍４人

情報処理

機器等の

仕入、

サービス

ソリュー

ション等

の提供

サービス

ソリュー

ション等

の提供

7,708 売掛金 1,779

情報処理

機器等の

仕入

87 買掛金 11

寮管理費

他
115

未払金

・未払

費用

12

設備機器

等の購入

他

2 未払金 －

　（注）　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

(3) 寮管理費、設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（百万円）

事 業 の
内　　容

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

株式会

社日立

製作所

東京都

千代田

区

282,033

電気機械

器具の製

造・販売

間接　53.9
兼任　－

転籍４人

情報処理

機器等の

仕入、

サービス

ソリュー

ション等

の提供

サービス

ソリュー

ション等

の提供

2,321 売掛金 826

情報処理

機器等の

仕入

216 買掛金 72

設備機器

等の購入

他

86

未払金

・未払

費用

60

資金の寄

託
5 預け金 2,151

　（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、預け金以外の期末残高には消費税等を含んでおります。

２　議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社であります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）サービスソリューション等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しており

ます。

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

(3) 設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。

(4）資金の寄託の取引金額については、預入額と払出額の純額で記載しております。

　また、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2）子会社等

　子会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。

(3）兄弟会社等

　兄弟会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等
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属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（百万円）

事 業 の
内　　容

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

日立ソ

フト

ウェア

エンジ

ニアリ

ング株

式会社

東京都

品川区
34,182

ソフト

ウェアの

開発・販

売

直接　53.9
兼任３人

転籍３人

製品・シ

ステム

サービス

等の提

供、

情報処理

機器等の

仕入

システム

サービス

等の提供

7,228 売掛金 1,662

情報処理

機器等の

仕入

107 買掛金 23

寮管理費

他
100

未払金

・未払

費用

13

　（注）　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）システムサービス等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しております。

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

(3) 寮管理費は、市場価格を基に決定しております。

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（百万円）

事 業 の
内　　容

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

株式会

社日立

製作所

東京都

千代田

区

282,033

電気機械

器具の製

造・販売

間接　53.9
兼任　－

転籍３人

製品・シ

ステム

サービス

等の提

供、

情報処理

機器等の

仕入

システム

サービス

等の提供

2,775 売掛金 717

情報処理

機器等の

仕入

369 買掛金 151

設備機器

等の購入

他

90

未払金

・未払

費用

57

資金の寄

託
1,620

預け金

・長期

預け金

3,771

預け金利

息
25

未収入

金
4

　（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、預け金・長期預け金及び未収入金以外の期末残高には消費

税等を含んでおります。

２　議決権等の被所有割合の間接は、日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社であります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）システムサービス等の提供は、当社の見積価格を基に交渉のうえ市場価格を参考に決定しております。

(2) 情報処理機器等の仕入は、市場価格を基に決定しております。

(3) 設備機器等の購入は、市場価格を基に決定しております。

(4）資金の寄託の取引金額については、預入額と払出額の純額で記載しております。

また、預け金利息の利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。

(2）子会社等

　子会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。

(3）兄弟会社等

　兄弟会社等との取引については、重要性に乏しいため記載を省略しております。
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１株当たり情報

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 749円83銭

１株当たり当期純損失 8円47銭

１株当たり純資産額 785円03銭

１株当たり当期純利益 49円93銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、前連結会計年度は１株当たり当期純損失であり、また、前連

結会計年度及び当連結会計年度は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益（純損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純損失（百万円） 121 －

当期純利益（百万円） － 714

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 121 －

普通株式に係る当期純利益（百万円） － 714

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,299 14,299

重要な後発事象

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　
　

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  431   382  

２　受取手形 　  1   －  

３　売掛金 ※１  3,797   3,678  

４　有価証券 　  602   －  

５　商品 　  2   3  

６　仕掛品 　  138   131  

７　親会社預け金 　  2,151   2,771  

８　繰延税金資産 　  453   506  

９　関係会社短期貸付金 　  150   －  

10　未収入金 　  22   18  

11　その他 　  0   0  

12　貸倒引当金 　  △0   △0  

流動資産合計 　  7,748 53.4  7,493 48.9

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 　 129   128   

減価償却累計額 　 △53 76  △64 63  

(2）工具器具備品 　 210   192   

減価償却累計額 　 △138 72  △135 57  

有形固定資産合計 　  148 1.0  120 0.8

２　無形固定資産 　       

(1）営業権 　  191   111  

(2）ソフトウェア 　  238   587  

(3）施設利用権 　  1   1  

無形固定資産合計 　  431 3.0  700 4.6

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  3,743   3,615  

(2）関係会社株式 　  20   20  

(3）関係会社長期貸付金 　  250   50  

(4）長期前払費用 　  0   0  

(5）前払年金費用 　  332   370  

(6）繰延税金資産 　  592   728  

(7）親会社長期預け金 　  －   1,000  

(8）長期定期預金 　  900   800  

(9）差入敷金保証金 　  223   271  

(10）保険積立金 　  119   134  

(11）その他 　  5   4  

投資その他の資産合計 　  6,186 42.6  6,993 45.7

固定資産合計 　  6,766 46.6  7,815 51.1

資産合計 　  14,514 100.0  15,308 100.0
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 ※１  501   629  

２　未払金 ※１  18   20  

３　未払費用 ※１  1,126   1,111  

４　未払法人税等 　  358   411  

５　未払事業所税 　  17   18  

６　未払消費税等 　  256   244  

７　前受金 　  59   99  

８　預り金 　  26   36  

９　役員賞与引当金 　  9   45  

10　プログラム補修引当金 　  35   25  

11　受注損失引当金 　  －   9  

流動負債合計 　  2,410 16.6  2,652 17.3

Ⅱ　固定負債 　       

１　退職給付引当金 　  1,330   1,485  

２　役員退職慰労引当金 　  66   75  

固定負債合計 　  1,397 9.6  1,561 10.2

負債合計 　  3,808 26.2  4,214 27.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,560 24.5  3,560 23.3

２　資本剰余金 　       

資本準備金 　 4,554   4,554   

資本剰余金合計 　  4,554 31.4  4,554 29.7

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 110   110   

(2）その他利益剰余金 　       

プログラム等準備金 　 97   59   

特別償却準備金 　 2   －   

別途積立金 　 1,800   1,800   

繰越利益剰余金 　 596   1,036   

利益剰余金合計 　  2,607 18.0  3,005 19.6

４　自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  10,721 73.9  11,119 72.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差
額金

　  △14 △0.1  △25 △0.1

評価・換算差額等合計 　  △14 △0.1  △25 △0.1

純資産合計 　  10,706 73.8  11,094 72.5

負債純資産合計 　  14,514 100.0  15,308 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１       

１　サービスソリューション
売上高

　 12,567   －   

２　情報機器・サービス売上
高

　 966   －   

３　システムサービス売上高 　 －   14,201   

４　情報機器販売売上高 　 － 13,533 100.0 115 14,316 100.0

Ⅱ　売上原価 ※1,3       

１　サービスソリューション
売上原価

　 10,029   －   

２　情報機器・サービス売上
原価

　 902   －   

３　システムサービス売上原
価

　 －   11,538   

４　情報機器販売売上原価 　 － 10,932 80.8 93 11,631 81.2

売上総利益 　  2,601 19.2  2,685 18.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  1,654 12.2  1,736 12.2

営業利益 　  947 7.0  948 6.6

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※１　 18   34   

２　有価証券利息 　 53   52   

３　雑収益 　 4 77 0.6 3 90 0.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１　固定資産除却損 　 3   3   

２　関係会社株式売却損 　 9   －   

３　投資有価証券評価損 　 2   －   

４　雑損失 　 0 15 0.1 0 4 0.0

経常利益 　  1,008 7.5  1,034 7.2

Ⅵ　特別損失 　       

　　関係会社株式評価損 　 749 749 5.6 － － －

税引前当期純利益 　  258 1.9  1,034 7.2

法人税、住民税及び事業
税

　 523   618   

法人税等調整額 　 △127 396 2.9 △182 436 3.0

当期純利益（純損失） 　  △137 △1.0  598 4.2
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売上原価明細書

ａ　サービスソリューション売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　   

当期仕入高 　 523  

情報機器・サービスか
らの振替高

　 12  

当期材料費 　 536 4.9

Ⅱ　労務費 　 6,297 58.1

Ⅲ　外注加工費 　 3,122 28.8

Ⅳ　経費 (1) 891 8.2

当期総製造費用 　 10,847 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 154  

合計 　 11,002  

他勘定への振替高 (2) 851  

期末仕掛品たな卸高 　 121  

当期売上原価 　 10,029  

　 　   

（脚注）

前事業年度

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。

厚生費 80百万円

旅費 95

賃借料 170

減価償却費 207

保守料 79

(2）他勘定への振替高の主な内訳は下記のとおりであります。

情報機器・サービスへの作業

費振替高
364百万円

研究開発費への振替高 313

市場販売目的ソフトウェアへ

の振替高
138

自社利用ソフトウェアへの振

替高
26

原価計算の方法

　個別受注品については、個別原価計算を採用しております。

ｂ　情報機器・サービス売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品 　   

期首商品たな卸高 　 3  

当期商品仕入高 　 531  
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

サービスソリューショ
ン等への振替高

　 13  

期末商品たな卸高 　 2  

当期商品原価 　 519 94.7

Ⅱ　経費 (1) 28 5.3

当期総製造費用 　 548 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 6  

合計 　 555  

他勘定からの振替高 (2) 364  

期末仕掛品たな卸高 　 16  

当期売上原価 　 902  

　 　   

（脚注）

前事業年度

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。

保守料 25百万円

(2) 他勘定からの振替高はサービスソリューションからの作業費振

替高364百万円であります。

原価計算の方法

　個別受注品については、個別原価計算を採用しております。

当事業年度より事業区分を「システムサービス」と「情報機器販売」に変更いたしました。

下記の売上原価のうち、前事業年度につきましては、変更後の事業区分に組替えた数値となっております。

ｃ　システムサービス売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　     

当期仕入高 　 525  617  

情報機器販売からの振
替高

　 12  4  

当期材料費 　 538 5.0 622 5.1

Ⅱ　労務費 　 6,297 58.0 6,604 54.4

Ⅲ　外注加工費 　 3,122 28.8 3,568 29.4

Ⅳ　経費 (1) 895 8.2 1,339 11.1

当期総製造費用 　 10,854 100.0 12,134 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 154  136  

合計 　 11,008  12,271  

他勘定への振替高 (2) 497  631  

期末仕掛品たな卸高 　 136  111  
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

受注損失引当金繰入額 　 －  9  

当期売上原価 　 10,373  11,538  

　 　     

（脚注）

前事業年度 当事業年度

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 (1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。

厚生費 80百万円

旅費 98

賃借料 170

減価償却費 207

保守料 80

厚生費 74百万円

旅費 82

賃借料 193

減価償却費 534

保守料 131

(2）他勘定への振替高の主な内訳は下記のとおりであり

ます。

(2）他勘定への振替高の主な内訳は下記のとおりであり

ます。

情報機器販売への作業費振替

高
10百万円

研究開発費への振替高 313

市場販売目的ソフトウェアへ

の振替高
138

自社利用ソフトウェアへの振

替高
26

情報機器販売への作業費振替

高
22百万円

研究開発費への振替高 163

市場販売目的ソフトウェアへ

の振替高
350

自社利用ソフトウェアへの振

替高
73

原価計算の方法 原価計算の方法

　個別受注品については、個別原価計算を採用しており

ます。

同左

ｄ　情報機器販売売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品 　     

期首商品たな卸高 　 3  2  

当期商品仕入高 　 529  67  

システムサービス等へ
の振替高

　 13  4  

期末商品たな卸高 　 2  3  

当期商品原価 　 517 95.5 60 67.2

Ⅱ　経費 (1) 24 4.5 29 32.8

当期総製造費用 　 542 100.0 90 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 6  1  

合計 　 549  91  

他勘定からの振替高 (2) 10  22  

期末仕掛品たな卸高 　 1  20  

当期売上原価 　 558  93  
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（脚注）

前事業年度 当事業年度

(1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。 (1）経費の主な内訳は下記のとおりであります。

保守料 23百万円 保守料 29百万円

(2) 他勘定からの振替高はシステムサービスからの作業費

振替高10百万円であります。

(2) 他勘定からの振替高はシステムサービスからの作業費

振替高22百万円であります。

原価計算の方法

　個別受注品については、個別原価計算を採用しており

ます。

原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計プログラム

等準備金
特別償却
準 備 金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 4,554 110 159 14 1,600 1,110 2,994

事業年度中の変動額          

プログラム等準備金の取崩し     △36   36 －

特別償却準備金の取崩し      △5  5 －

剰余金の配当        △100 △100

租税特別措置法の規定に
基づく準備金の取崩し (注)

    △26 △5  31 －

別途積立金の積立て (注)       200 △200 －

配当金の支払い (注)        △100 △100

役員賞与 (注)        △50 △50

当期純利益又は純損失（△）        △137 △137

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △62 △11 200 △513 △387

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 4,554 110 97 2 1,800 596 2,607

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

△0 11,108 △34 △34 11,073

事業年度中の変動額      

プログラム等準備金の取崩し  －   －

特別償却準備金の取崩し  －   －

剰余金の配当  △100   △100

租税特別措置法の規定に
基づく準備金の取崩し (注)

 －   －

別途積立金の積立て (注)  －   －

配当金の支払い (注)  △100   △100

役員賞与 (注)  △50   △50

当期純利益又は純損失（△）  △137   △137

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

  20 20 20

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ △387 20 20 △367

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△0 10,721 △14 △14 10,706

（注）平成18年６月21日の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計プログラム

等準備金
特別償却
準 備 金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 4,554 110 97 2 1,800 596 2,607

事業年度中の変動額          

プログラム等準備金の取崩     △38   38 －

特別償却準備金の取崩      △2  2 －

剰余金の配当        △200 △200

当期純利益又は純損失（△）        598 598

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － △38 △2 － 439 398

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,560 4,554 4,554 110 59 － 1,800 1,036 3,005

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△0 10,721 △14 △14 10,706

事業年度中の変動額      

プログラム等準備金の取崩  －   －

特別償却準備金の取崩  －   －

剰余金の配当  △200   △200

当期純利益又は純損失（△）  598   598

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

  △10 10 △10

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ 398 △10 △10 387

平成20年３月31日　残高
（百万円）

△0 11,119 △25 △25 11,094
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 (1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券

・時価のあるもの

同左

 

 

・時価のないもの

移動平均法による原価法

・時価のないもの

同左

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

移動平均法による低価法

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

同左

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

(3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法

（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。）

(3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

同左

 

 

　

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物　　　　　　　３～23年

 工具器具備品　　　３～20年

──────

 

 

 

 

 

 

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物　　　　　　　３～23年

 工具器具備品　　　４～20年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　この変更による、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響は、軽微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響は、軽微であります。

無形固定資産

定額法

　但し、市場販売目的のソフトウェアについては、販

売可能な見込有効期間（３年以内）に基づく定額

法、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年以内）に基づく定額法に

よっております。

無形固定資産

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(4）引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

　営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収の可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(4）引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

同左

（ロ）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度におけ

る支給見込額を計上しております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ９百万円減少してお

ります。

（ロ）役員賞与引当金

同左

 

──────

（ハ）プログラム補修引当金

　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、

将来発生見込額を計上しております。

（ハ）プログラム補修引当金

同左

──────

　

（ニ）受注損失引当金

　ソフトウェアの請負契約に基づく開発のうち、当

事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失額を合理的に見積もることが可能なものに

ついては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失

額を計上しております。

（ニ）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

（ホ）退職給付引当金

同左

　会計基準変更時差異については10年による均等額

を費用処理しております。

　

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

　

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間による定額法により費用処理することと

しております。

　

（ホ）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づいて計算された額を計上しております。

（ヘ）役員退職慰労引当金

同左

(5) 収益及び費用の計上基準

　長期・大型の請負契約に基づくソフトウェア開発につ

いては、進行基準を適用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

同左

(6) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によって

おります。

(6) リース取引の処理方法

同左

(7) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

(7) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。
　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、10,706百万
円です。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

──────

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　前払年金費用を当事業年度より区分掲記いたしました。な

お、前事業年度は、投資その他の資産の「長期前払費用」に

276百万円含まれております。

──────

────── （損益計算書関係）

　当事業年度より事業区分を「システムサービス」と「情報機

器販売」に変更いたしました。

　なお、前事業年度の売上高及び売上原価を変更後の事業区分に

組替えた場合の各数値は、次のとおりです。

　

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　売上高   

１　システムサービス売上高 12,943  

２　情報機器販売売上高 590 13,533

Ⅱ　売上原価   

１　システムサービス売上原価 10,373  

２　情報機器販売売上原価 558 10,932

   

注記事項

貸借対照表関係

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　区分掲記したもののほか、関係会社に対するものは

次のとおりであります。

※１　区分掲記したもののほか、関係会社に対するものは

次のとおりであります。

売掛金 2,666百万円

買掛金 88

未払金・未払費用 73

売掛金 2,498百万円

買掛金 179

未払金・未払費用 72

　２　偶発債務 　２　偶発債務

　従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し、

次のとおり債務の保証を行っております。

　従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し、

次のとおり債務の保証を行っております。

（被保証人）従業員４人 35百万円 （被保証人）従業員４人 32百万円
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損益計算書関係

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　関係会社に対するものは次のとおりであります。 ※１　関係会社に対するものは次のとおりであります。

売上高 10,169百万円

仕入高 303

売上高 10,300百万円

仕入高 477

受取利息 26

※２　販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は概ね　

25％であります。

主要な費用及び金額は次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は概ね

27％であります。

主要な費用及び金額は次のとおりであります。

給与諸手当等 707百万円

退職給付費用 38

役員報酬 79

賃借料 53

減価償却費 119

研究開発費 318

プログラム補修引当金繰入額 35

役員退職慰労引当金繰入額 31

給与諸手当等 803百万円

退職給付費用 42

役員報酬 125

賃借料 68

減価償却費 111

研究開発費 163

プログラム補修引当金繰入額 25

役員退職慰労引当金繰入額 24

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 318百万円

当期製造費用 －

　　合計 318

一般管理費 163百万円

当期製造費用 －

　　合計 163

株主資本等変動計算書関係

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0
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リース取引関係

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7

合計 11

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7

合計 11

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 2百万円

工具器具備品 4

合計 6

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 3百万円

工具器具備品 6

合計 9

期末残高相当額  

車両運搬具 1百万円

工具器具備品 2

合計 4

期末残高相当額  

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 1

合計 1

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2百万円

１年超 1

合計 4

１年以内 1百万円

１年超 －

合計 1

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

支払利息相当額 0

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

支払利息相当額 0

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

同左
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有価証券関係

Ⅰ　前事業年度

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）当事業年度における有価証券（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）については、

連結財務諸表における注記事項として記載しております。

Ⅱ　当事業年度

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

税効果会計関係

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額 406百万円

未払賞与超過額 326

関係会社株式評価損 305

未払事業税否認額 36

プログラム補修引当金 14

役員退職慰労引当金 27

その他 308

繰延税金資産　小計 1,424

評価性引当額 △306

繰延税金資産　合計 1,118

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金算入

額
66

特別償却準備金損金算入額 1

その他 4

繰延税金負債　合計 72

繰延税金資産の純額 1,045

繰延税金資産  

退職給付引当金超過額 454百万円

未払賞与超過額 321

関係会社株式評価損 305

未払事業税否認額 40

プログラム補修引当金 10

進行基準原価損金不算入額 60

役員退職慰労引当金 30

その他 360

繰延税金資産　小計 1,582

評価性引当額 △306

繰延税金資産　合計 1,276

繰延税金負債  

プログラム等準備金損金算入

額
40

その他 0

繰延税金負債　合計 40

繰延税金資産の純額 1,235

２　法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率と

の間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率と

の間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
2.2

住民税等均等割等 2.4

評価性引当額 118.2

その他 △10.6

税効果会計適用後法人税等の負

担率
153.0

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
　2.4

住民税等均等割等 0.6

法人税額の特別控除税額 △0.3

その他 △1.2

税効果会計適用後法人税等の負

担率
42.2

EDINET提出書類

日立ビジネスソリューション株式会社(E05057)

有価証券報告書

69/81



１株当たり情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 748円72銭

１株当たり当期純損失 9円59銭

１株当たり純資産額 775円83銭

１株当たり当期純利益 41円85銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、前事業年度は１株当たり当期純損失であり、また、前事業年

度及び当事業年度は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益（純損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（純損失）（百万円） △137 598

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（純損失）

（百万円）
△137 598

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,299 14,299

重要な後発事象

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

㈱データ・アプリケーション 400 22

㈱コンポーネントスクエア 80 1

その他有価証券計 480 24

投資有価証券計 480 24

計 480 24

【債券】

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）   

（その他有価証券）   

Mizuho Finance Cayman Limited(Series214) ユー

ロ円債
400 403

BTM(Curacao)#727ユーロ円債 200 197

Mizuho Finance(Aruba)A.E.C.(Series247) ユーロ

円債
300 302

Sumitomo Mitsui Banking 

Corporation(T0-405-7553)ユーロ円債
200 198

BTM(Curacao)#702ユーロ円債 200 199

Mizuho Trust & Banking Co.,Ltd(Series104) ユー

ロ円債
100 98

Mizuho Finance Cayman Limited(Series242) ユー

ロ円債
500 495

BTM(Curacao)Holdings N.V.(Series702)ユーロ円

債
300 298

Sumitomo Mitsui Banking 

Corporation(T0-309-7553)ユーロ円債
600 608

VOYAGER LTD SERIES 269ユーロ円債 100 99

MAZE LIMITED SERIES 79ユーロ円債 200 201

VOYAGER S347 RGユーロ円債 500 487

その他有価証券計 3,600 3,590

投資有価証券計 3,600 3,590

計 3,600 3,590

【その他】

該当する有価証券はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 129 0 2 128 64 12 63

工具器具備品 210 10 28 192 135 23 57

建設仮勘定 － 11 11 － － － －

有形固定資産計 340 23 42 321 200 36 120

無形固定資産        

営業権 400 － － 400 288 80 111

ソフトウェア 1,636 879 0 2,514 1,927 529 587

施設利用権 1 － － 1 － － 1

無形固定資産計 2,038 879 0 2,916 2,216 609 700

長期前払費用 6 － － 6 6 0 0

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１　工具器具備品の当期増加額は、主にパソコン等の新規取得であり、当期減少額は、主にパソコン等の陳腐化に伴

う滅却であります。

２　建設仮勘定の当期増加額は、有形固定資産の取得時に計上し、当期減少額は、本勘定科目への振替計上による

ものであります。 

３　ソフトウェアの当期増加額は、販売用ソフトウェアの資産計上額790百万円及び、事務合理化等のソフトウェ

ア投資の資産計上額88百万円であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 0 0 － 0 0

役員賞与引当金 9 45 9 － 45

プログラム補修引当金 35 25 35 － 25

受注損失引当金 － 9 － － 9

役員退職慰労引当金 66 24 15 － 75

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

(1）流動資産

ａ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

普通預金 382

合計 382

ｂ　売掛金

イ　相手先別明細

相手先 金額（百万円）

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 1,662

㈱日立製作所 717

㈱日立システムアンドサービス 198

㈱日立エイチ・ビー・エム 178

㈱よみうりコンピュータ 156

その他 765

合計 3,678

ロ　滞留状況

期首売掛金残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

期末売掛金残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（か月）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

(D) ÷
(B)
──
12

3,797 15,245 15,363 3,678 80.7 2.9

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれています。

ｃ　商品

区分 金額（百万円）

ハードウェアキー 2

その他 1

合計 3

ｄ　仕掛品

区分 金額（百万円）

システムサービス 111

情報機器販売 20

合計 131

ｅ　親会社預け金

区分 金額（百万円）

日立グループ・プーリング制度預け金 2,771

合計 2,771

(2）固定資産

ａ　親会社長期預け金

区分 金額（百万円）

日立グループ・定期預貸制度預け金 1,000

合計 1,000

ｂ　長期定期預金

区分 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400

㈱みずほコーポレート銀行 400
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区分 金額（百万円）

合計 800

(3）流動負債

ａ　買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱日立製作所 151

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 59

日立ソフトウェアエンジニアリング㈱ 23

㈱ビジネスフローテクノロジーズ 20

㈱日本テクシード 13

その他 360

合計 629

ｂ　未払費用

区分 金額（百万円）

未払賞与 790

社会保険料 159

賃金 62

その他 99

合計 1,111

(4）固定負債

ａ　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 5,151

年金資産 △2,990

会計基準変更時差異の未処理額 △11

未認識数理計算上の差異 △1,364

未認識過去勤務債務 331

前払年金費用 370

退職給付引当金 1,485

（３）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月末日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月末日

株券の種類
100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券並びに当会社が特に必要と認

めた株式数を表示した株券。

剰余金の配当の基準日 ９月末日、３月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号

　東京証券代行株式会社本店

株主名簿管理人 東京証券代行株式会社

取次所 東京証券代行株式会社　各取次所

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 印紙税相当額に発行に要する費用を加算した額

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号

　東京証券代行株式会社本店

株主名簿管理人 東京証券代行株式会社

取次所 東京証券代行株式会社　各取次所

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告方法

当社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他のやむを

得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日

本経済新聞に掲載いたします。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）単元未満株主の権利制限については、以下のとおりです。

　　　　　当社定款第９条により、当社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、

　　　　次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　　　　(１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　　(２)株主の有する株式数に応じて株主割当による募集株式および募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　　　(３)当社定款に定める権利 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第32期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出。

 (2) 半期報告書

　（第33期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月26日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月20日

日立ビジネスソリューション株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 青栁　好一　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビジネ

スソリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジ

ネスソリューション株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月23日

日立ビジネスソリューション株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 青栁　好一　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日立ビジネスソリューション株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジ

ネスソリューション株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成19年６月20日

日立ビジネスソリューション株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 青栁　好一　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビジネ

スソリューション株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジネス

ソリューション株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成20年６月23日

日立ビジネスソリューション株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 青栁　好一　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 尾﨑　隆之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日立ビジネスソリューション株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日立ビジネス

ソリューション株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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